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年 ３ 月 日

株式会社日本政策金融公庫

 

 
日本政策金融公庫（略称：日本公庫）は、「新型コロナウイルス感染症対策本部」による「新型

コロナウイルス感染症に関する緊急対応策（第２弾）」の発表に伴い、新型コロナウイルス感染症

の影響を受けた中小企業・小規模事業者の皆さま向けに融資制度を以下のとおり拡充し、令和２年

３月 日より本制度によるご融資を開始します。すでにご相談を受け付けておりますので、お気

兼ねなくご相談ください。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○○令令和和 年年 月月 日日以以降降ににごご利利用用いいたただだいいてていいるる方方ににおおかかれれままししててはは、、一一定定のの要要件件にに該該当当

すすれればば、、ごご融融資資後後ででああっっててもも、、ごご融融資資時時にに遡遡っってて「「新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症特特別別貸貸付付」」

のの融融資資条条件件をを適適用用すするるここととががででききまますす。。  
  
○○すすででににごご相相談談をを受受けけ付付けけてておおりりまますす。。  

  
○○新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症特特別別貸貸付付のの概概要要

ご利用

いただける方

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、一時的に業況悪化を来している方であって、

次の（１）又は（２）のいずれかに該当し、かつ、中長期的に業況が回復し発展すること

が見込まれる方

（１）最近１ヵ月の売上高が前年または前々年の同期と比較して５％以上減少している方

（２）業歴３ヵ月以上１年１ヵ月未満の場合は、最近１ヵ月の売上高が次のいずれかと比

較して５％以上減少している方

① 過去３ヵ月（最近１ヵ月を含みます。）の平均売上高

② 令和元年 月の売上高

③ 令和元年 月から 月の平均売上高

お知らせ 

新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症にに関関すするる融融資資制制度度のの拡拡充充ににつついいてて

 

【取扱事業：国民生活事業（国民）、中小企業事業（中小）】

（（１１））「「新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症特特別別貸貸付付」」のの創創設設（（国国民民・・中中小小））

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、一時的に業況の悪化を来している方を対象とし

て、「新型コロナウイルス感染症特別貸付」を創設

（（２２））「「ママルル経経融融資資（（小小規規模模事事業業者者経経営営改改善善資資金金））」」おおよよびび「「生生活活衛衛生生改改善善貸貸付付」」のの拡拡充充（（国国民民））

新型コロナウイルス感染症の影響により売上が減少した小規模事業者を対象として、「マ

ル経融資（小規模事業者経営改善資金）」等の融資限度額の引上げや利率の引下げ等の措置

を実施

主主なな制制度度拡拡充充内内容容

3



お使いみち
新型コロナウイルス感染症の影響に伴う社会的要因等により必要とする設備資金および

運転資金

融資限度額

（いずれも別枠）

国民生活事業 万円

中小企業事業 ３億円

ご返済期間

（うち据置期間）

設備資金 年以内（５年以内）

運転資金 年以内（５年以内）

利率（年）

（注１）

国民生活事業

万円以内の部分

（注２）

当初３年間：基準利率－ ％

３年経過後：基準利率

万円を超える部分 基準利率

中小企業事業

１億円以内の部分

（注２）

当初３年間：基準利率－ ％

３年経過後：基準利率

１億円を超える部分 基準利率

担保 無担保

（注１）基準利率は、災害発生時の融資制度に適用される利率（融資期間に応じた所定の利率）が適用されます。主な

貸付利率は日本公庫ＨＰをご覧ください。

（注２）一部の対象者については、基準利率－ ％の部分に対して別途決定される実施機関から利子補給が実施され、

当初３年間が実質無利子となる予定です。

○○ママルル経経融融資資（（小小規規模模事事業業者者経経営営改改善善資資金金））おおよよびび生生活活衛衛生生改改善善貸貸付付のの拡拡充充のの概概要要（（国国民民生生活活事事業業））

通常部分 拡充部分

融資対象者

【マル経融資（小規模事業者経営改善資金）】

商工会議所、商工会または都道府県商工会連

合会の実施する経営指導を受けている小規

模事業者であって、商工会議所等の長の推薦

を受けた方

【生活衛生改善貸付】

生活衛生関係の事業を営んでおり、生活衛生

同業組合等の実施する経営指導を受けてい

る小規模事業者であって、生活衛生同業組合

等の長の推薦を受けた方

左記に加え、新型コロナウイルス感染症の

影響により最近１ヵ月の売上が前年また

は前々年の同期と比較して５％以上減少

している方

お使いみち 設備資金および運転資金

融資限度額 万円 別別枠枠 万万円円

ご返済期間

（うち据置期間）

設備資金 年以内（２年以内）

運転資金 ７年以内（１年以内）

設備資金 年以内（４４年年以以内内）

運転資金 ７年以内（３３年年以以内内）

利率（年） 特別利率Ｆ
当当初初３３年年間間：：特特別別利利率率ＦＦ－－ ％％

３年経過後：特別利率Ｆ
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している方
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セーフティネット貸付の要件緩和大
企
業

中
堅
企
業

中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者

セーフティネット貸付とは？
社会的、経済的環境の変化などの外的要因により、一時的に売上
の減少など業況悪化を来しているが、中期的には、その業績が回復
し、かつ発展することが見込まれる中小企業者の経営基盤の強化を
支援する融資制度。

【資金の使いみち】 運転資金、設備資金
【融資限度額】 中小事業 7.2億円、国民事業4,800万円
【貸付期間】 設備資金15年以内、運転資金8年以内
【据置期間】 3年以内
【金利】 基準金利：中小事業1.11%、国民事業1.91％
※令和2年4月1日時点、貸付期間5年、貸付期間・担保の有無等により変動

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた特例措置
2月14日（金）より、セーフティネット貸付の要件を緩和し、
「売上高が5％以上減少」といった数値要件にかかわらず、今後の
影響が見込まれる事業者も含めて融資対象に。
詳しくは日本政策金融公庫または沖縄県で事業を行っている方は
沖縄振興開発金融公庫まで。

【お問合せ先】
平日のご相談

土日・祝日のご相談
日本政策金融公庫：0120-112476（国民生活事業）

：0120-327790（中小企業事業）
沖縄振興開発金融公庫：098-941-1795

日本政策金融公庫 事業資金相談ダイヤル：0120-154-505
沖縄振興開発金融公庫
融資第二部中小企業融資第一班：098-941-1785

③
給
付
金

④
設
備
投
資
・
販
路
開
拓

⑤
経
営
環
境

①
経
営
相
談

②
資
金
繰
り

⑥
税
等
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①①商工中金所定の利率が日本公庫の基準金利（上記1.11％（注））

を上回る場合は、残高３億円までの全額について、お借入期間
中にわたり、日本公庫の基準利率（上記１.１１％（注））までの
利子補給があります。

●● 利利子子補補給給制制度度とと特特別別利利子子補補給給制制度度はは、、おお借借入入期期間間中中のの金金利利ははおお客客様様
ににいいっったたんんごご負負担担頂頂きき、、後後日日ににままととめめてておお返返ししすするる方方式式でですす。。

日日本本公公庫庫のの
基基準準利利率率

①

②

～中小企業向け制度～
対象者 新型コロナウイルス感染症の影響により直近１カ月の売上高が、前年又は前々年の

同期比５％以上減少している方

資金使途 設備資金
運転資金

適用利率 商工中金所定の利率
（下限は日本公庫の基準金利。（2020年３月19日現在）1.11%（注））

利子補給(※１) 下記に記載の通り。

貸出期間 設備：２０年以内（据置５年以内）
運転：１５年以内（据置５年以内）

貸出限度(※２) 元高：２０億円以内
残高：３億円以内

○新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症特特別別貸貸付付((中中小小企企業業向向けけ制制度度))の概要

商工中金の危機対応業務
～新型コロナウイルス感染症の影響を受けている

中小企業の皆さまへ～

商工中金では「新型コロナウイルス感染症に関する特別相談窓口」を設置してお
り、新型コロナウイルス感染症の影響により資金繰りに支障を来している中小企
業の皆さまからのご相談に対し、危機対応業務の「新型コロナウイルス感染症特
別貸付」でお応えいたします。

(※１) 利子補給の残高限度は、日本政策投資銀行等との合算運用となります。

(※２) 元高とは貸出額の累計です。貸出限度額は日本政策投資銀行等との合算運用となります。

[[利利子子補補給給制制度度ににつついいてて]]
商商工工中中金金

所所定定のの利利率率

★別途、「「特特別別利利子子補補給給制制度度」」により、一定の要件（売上

減少：中小企業▲20%以上、小規模事業者▲15%以上など)を満た
す方は、残高1億円まで、当初3年間は、金利０％となる
までの利子補給を受けることができます。

（４年目以降はこの利子補給はありません。）

※利子補給金の請求に係る具体的な手続きや、利子補給金をお客様
にお返しする方法等の詳細については、中小企業庁ホームページ
等で公表されるまで、今しばらくお待ち下さい。

②②残高１億円まで、当初３年間は０.９％の利子補給があり、

０.２１%（注）になります。
（４年目以降はこの利子補給はありません。）

００％％

0.9%

（注）「日本公庫の基準利率
（2020年3月19日現在）
1.11%」は、貸出期間5年の
場合の例示です。
日本公庫の基準利率は、貸出
期間により異なります。また、
定期的な見直しにより変更さ
れることがあります。

[[特特別別利利子子補補給給制制度度ににつついいてて]]

1.11%
（注）

0.21%
（注）

6



○「新型コロナウイルス感染症特別貸付」のお申込み手続

２ お申込

・お申込みに必要な書類をご提出

いただきます。

・必要な書類一覧は、商工中金ホームページ

をご確認ください。

３ 商工中金での審査

・ご提出頂いた資料、面談時の情報を

もとに、商工中金で審査を行います。

・必要に応じて、追加の資料をお願い

する場合があります。

１ ご融資の相談の受付

・事業の状況、ご資金の必要事情

などについてお話を伺います。

４ ご融資

・審査の結果、ご融資が決まれば、ご契約の

手続きを致します。新規のお客様は、組合

へ未所属の場合は加入手続き(下記、留意

事項参照)、預金口座の開設手続も必要です。

・ご契約手続きを終えたのち、ご融資の資金

を入金いたします。

〇商工中金は、株主である中小企業の組合と、その組合員の皆さまをご融資の

対象としています（未加入の場合はお申込時にご相談ください）。

〇ご融資には審査があります。審査の結果、ご融資できない場合があります。

〇審査には時間を要することがあります。また必要な書類の提出が必要です。

あらかじめご了承ください。

〇取引停止処分や差押等が生じたことのある方は本制度の対象外となる場合が

あります。法的整理(民事再生・会社更生に限る)が終結した方や借入金の

延滞が解消した方は本制度の対象となります。

○制度融資ご利用に当たっての留意事項

～中堅企業向け制度～
対象者 新型コロナウイルス感染症の影響により直近１カ月の売上高が、前年又は前々年

の同期比５％以上減少している方

資金使途 運転資金
設備資金

適用利率 商工中金所定の利率 （※：利子補給はございません）

貸出期間 設備：２０年以内（据置５年以内）
運転：１５年以内（据置５年以内）

貸出限度 定めなし(ただし、当金庫の審査により個別に金額が決まります)

〇個別のご相談はお近くの商工中金本支店までご連絡ください。

商工中金ホームページ https://www.shokochukin.co.jp/
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令 和 ２ 年 ３ 月 ５ 日 
東京都新型コロナウ イルス感染症 対策 本 部

 
 

 

 
○ 融 資 対 象 次の要件を満たす中小企業者又は組合

・新型コロナウイルス感染症により事業活動に影響を受けていること。

・最近３か月の売上又は今後３か月の売上見込みが令和元年１２月以前の直近

同期比で５％以上減少していること。

○ 主な融資条件

資金使 途 運転資金・設備資金

融資限度額 ２億８千万円（無担保８千万円）

融資期 間
運転資金１０年以内（据置期間２年以内）

設備資金１５年以内（据置期間３年以内）

融資利 率
融資期間に応じて、１．７％～２．４％以内

（責任共有制度対象外の場合は１．５％～２．２％以内）

信用保証料 都が全額を補助

○ 受 付 場 所

東京都中小企業制度融資取扱指定金融機関、東京信用保証協会各支店、

東京都中小企業団体中央会、都内商工会議所、都内商工会、東京都商工会連合会、

公益財団法人東京都中小企業振興公社、東京都各支庁産業課、東京都産業労働局金融部金融課

○ 特別相談窓口（令和２年１月３０日から設置）

東京都産業労働局金融部金融課（新宿区西新宿 都庁第一本庁舎 階北側）

電話 （平日 ～ ）

［参考］国は感染症への緊急対策として、中小企業信用保険法に基づくセーフティネット保証の特例措置
を講じました。指定要件を満たす場合、一般の保証枠とは別枠の保証が利用可能となります。  

※詳細は、東京都産業労働局金融部のホームページをご覧ください。 
http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/chushou/kinyu/yuushi/yuushi/

 

○ 対 象 ・新型コロナウイルス感染症により経営面の影響を受けている中小企業

（東京都中小企業振興公社が設置する「新型コロナウイルスに関する特別

相談窓口」にて相談を実施した上で、本支援が必要と認められる中小企業）

○ 支 援 内 容 ・中小企業診断士等の専門家を無料で派遣し、経営改善等に向けたアドバイス

を実施（１社あたり４回まで・無料）

○ 受 付 場 所

東京都中小企業振興公社 総合支援課（千代田区神田佐久間町 ）電話

（「新型コロナウイルスに関する特別相談窓口」（平日 ： ～ ： ）にお問い合わせください）

※詳細は、東京都中小企業振興公社のホームページをご覧ください。 
https://www.tokyo-kosha.or.jp/topics/2003/0001.html

１１ 緊緊急急融融資資制制度度のの創創設設（（「「新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症対対応応緊緊急急融融資資」」）） 
 

＜問い合わせ先＞

【制度融資・資金繰り相談】 産業労働局 金融部 金融課 直通

【経営相談・専門家派遣】 産業労働局 商工部 経営支援課 直通

新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症にに対対応応ししたた中中小小企企業業支支援援をを実実施施ししまますす。。

～～令令和和２２年年３３月月６６日日よよりり、、金金融融・・経経営営面面かかららのの支支援援をを開開始始～～

２２ 専専門門家家のの派派遣遣 
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令 和 ２ 年 ３ 月 ５ 日 
東京都新型コロナウ イルス感染症 対策 本 部

 
 

 

 
○ 融 資 対 象 次の要件を満たす中小企業者又は組合

・新型コロナウイルス感染症により事業活動に影響を受けていること。

・最近３か月の売上又は今後３か月の売上見込みが令和元年１２月以前の直近

同期比で５％以上減少していること。

○ 主な融資条件

資金使 途 運転資金・設備資金

融資限度額 ２億８千万円（無担保８千万円）

融資期 間
運転資金１０年以内（据置期間２年以内）

設備資金１５年以内（据置期間３年以内）

融資利 率
融資期間に応じて、１．７％～２．４％以内

（責任共有制度対象外の場合は１．５％～２．２％以内）

信用保証料 都が全額を補助

○ 受 付 場 所

東京都中小企業制度融資取扱指定金融機関、東京信用保証協会各支店、

東京都中小企業団体中央会、都内商工会議所、都内商工会、東京都商工会連合会、

公益財団法人東京都中小企業振興公社、東京都各支庁産業課、東京都産業労働局金融部金融課

○ 特別相談窓口（令和２年１月３０日から設置）

東京都産業労働局金融部金融課（新宿区西新宿 都庁第一本庁舎 階北側）

電話 （平日 ～ ）

［参考］国は感染症への緊急対策として、中小企業信用保険法に基づくセーフティネット保証の特例措置
を講じました。指定要件を満たす場合、一般の保証枠とは別枠の保証が利用可能となります。  

※詳細は、東京都産業労働局金融部のホームページをご覧ください。 
http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/chushou/kinyu/yuushi/yuushi/

 

○ 対 象 ・新型コロナウイルス感染症により経営面の影響を受けている中小企業

（東京都中小企業振興公社が設置する「新型コロナウイルスに関する特別

相談窓口」にて相談を実施した上で、本支援が必要と認められる中小企業）

○ 支 援 内 容 ・中小企業診断士等の専門家を無料で派遣し、経営改善等に向けたアドバイス

を実施（１社あたり４回まで・無料）

○ 受 付 場 所

東京都中小企業振興公社 総合支援課（千代田区神田佐久間町 ）電話

（「新型コロナウイルスに関する特別相談窓口」（平日 ： ～ ： ）にお問い合わせください）

※詳細は、東京都中小企業振興公社のホームページをご覧ください。 
https://www.tokyo-kosha.or.jp/topics/2003/0001.html

１１ 緊緊急急融融資資制制度度のの創創設設（（「「新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症対対応応緊緊急急融融資資」」）） 
 

＜問い合わせ先＞

【制度融資・資金繰り相談】 産業労働局 金融部 金融課 直通

【経営相談・専門家派遣】 産業労働局 商工部 経営支援課 直通

新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症にに対対応応ししたた中中小小企企業業支支援援をを実実施施ししまますす。。

～～令令和和２２年年３３月月６６日日よよりり、、金金融融・・経経営営面面かかららのの支支援援をを開開始始～～

２２ 専専門門家家のの派派遣遣 
 

令 和 ２ 年 ３ 月 ２ ６ 日 

産 業 労 働 局 

 

 

 

 

 東京都では、都内中小企業の皆様の円滑な資金調達を支援するため、東京都中小企業制度融資

を実施しています。令和２年度は以下のとおり、融資メニューの充実を図ります。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

融 資 メニュ ー 主 な 内 容

稼ぐ力
創出融資

イノベーション創出支援 〇対象：革新的な製品・サービス等の事業化を目指す事業者
〇信用保証料：小規模企業者に対し、2 分の 1 を補助

成長産業育成支援 〇対象：成長産業分野に取り組む事業者
〇信用保証料：小規模企業者に対し、2 分の 1 を補助

社会課題
解決融資

ソーシャルビジネス・
ソーシャルファーム支援

〇対象：ソーシャルビジネスに取り組む認定 NPO 法人等やソーシャルファーム
〇信用保証料：2 分の１を補助

ゼロエミッション支援 〇対象：環境負荷低減等に取り組む事業者
〇信用保証料：小規模企業者に対し、2 分の 1 を補助

・サイバー
セキュリティ対策支援

〇対象：BCP（事業継続計画）策定やサイバーセキュリティ対策に取り組む事業者
〇信用保証料：小規模企業者に対し、2 分の 1 を補助

働き方改革支援 〇対象：働き方改革に向けた職場環境整備等に取り組む事業者
〇信用保証料：2 分の 1（テレワークの取組は 3 分の２）を補助

女性活躍推進特例
（ ウィメン・ビズ・サポート）

〇働き方改革に加えて女性の活躍推進に取り組む事業者向けの特例を新設
〇信用保証料：3 分の 2 を補助 〇融資利率：0.4%優遇

事業承継融資
〇一定の財務要件等を満たした場合に、経営者の個人保証が不要となる「事業承

継経営者保証不要型」を新設
〇信用保証料：２分の１又は 0.2％相当額のいずれか高い方を補助
⇒最大で信用保証料負担がゼロ

補助金・助成金つなぎ 〇補助金等が交付されるまでのつなぎ資金に活用可能なメニューを新設
〇産業労働局所管の幅広い補助金・助成金等に対応

▶ 融資メニューの詳細については、東京都産業労働局金融部のホームページをご覧ください。  

http://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.jp/chushou/kinyu/yuushi/yuushi/ 
 
▶ 3月から実施している新型コロナウイルス感染症に対応した融資メニューは、令和 2年度も引き続き実施予定です。 

 
 

  ※ 本事業は、令和２年度東京都一般会計予算の成立を受けて実施します。 

【 問合せ先 】 産業労働局 金融部 金融課    03-5320-4877(直通) 

令令和和２２年年度度  中中小小企企業業制制度度融融資資をを拡拡充充ししまますす！！  

～稼ぐ力の創出・社会課題の解決などの取組を強力に後押し～ 

主な新設・拡充の概要 

 

・新たなビジネスやイノベーションの創出などを後押しする「稼ぐ力創出融資」を新設 

・働き方改革やソーシャルビジネスなどを後押しする「社会課題解決融資」を新設 

・事業承継期の中小企業に対する支援強化のため「事業承継融資」を拡充 

・補助金等の交付までの資金繰りの円滑化を図る「補助金・助成金つなぎ」を新設 

新新設設  

拡拡充充  

新新設設  

ポポイインントト：：中中小小企企業業がが直直面面すするる様様々々なな重重要要課課題題へへのの対対応応をを力力強強くくササポポーートト  

新新設設  
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東京土建一般労働組合足立支部の皆様 

2020 年 4 月 1 日現在 

※実際のご融資金利は、お申込み時点での金利ではなく、お借入れ時点の金利が適用となります。※金利情勢の変化により、金利は変更となる場合が
あります。※店頭やホームぺージでご返済額の試算ができます。※審査の結果、ローン利用のご希望にそえない場合がございます。※店頭に説明書を
ご用意しております。※詳しくは〈中央ろうきん〉営業店までお問い合わせください。 

※※当当金金庫庫指指定定のの保保証証協協会会ををごご利利用用いいたただだききまますす。。((当当金金庫庫とと
会会員員ととのの協協定定内内容容にによよりり異異ななるる場場合合ががごござざいいまますす。。))  

〈〈中中央央ろろううききんん〉〉千千住住支支店店  TTEELL..0033--33888822--33112211  
担担当当：：鈴鈴木木（（すすずずきき））・・金金山山（（かかななややまま））  

<中央ろうきん>に 

相談して良かった!! 

勤勤務務先先企企業業のの事事情情にによよるる賃賃金金・・一一時時金金のの切切りり下下げげ（（賃賃金金カカッットト））
ももししくくはは賃賃金金遅遅欠欠配配、、ままたたはは新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症のの影影響響にに
よよるる収収入入減減少少等等がが発発生生ししたたここととにによよるる当当面面のの生生活活資資金金。。  
※※たただだしし「「ろろううききんんロローーンン」」のの返返済済資資金金ににははごご利利用用ででききまませせんん。。  
※※22002211 年年 33 月月末末受受付付分分ままででととななりりまますす。。  

団体会員とは………中央労働金庫に出資いただいている次の団体をいいます。❶労働組合 ❷国家公務員・地方公務員等の団体 ❸勤労者の
ための福利共済活動を目的とする団体で一定の条件を満たすもの。なお、対象とならない場合もございます。 

※※保保証証料料はは金金庫庫がが負負担担致致ししまますす。。  
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■ 貸貸付付対対象象  
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、休業等により収入の減少があり、緊急かつ一時的な生活
維持のための貸付を必要とする世帯とします。 
他道府県社会福祉協議会で今回の特例貸付を既に受けている世帯は対象外です。 

 

■ おお申申込込みみ先先    居住地の区市町村社会福祉協議会 

 

■ おお申申込込みみにに際際ししてて必必要要なな書書類類等等  

（1）本人確認書類（健康保険証、運転免許証、パスポート、住基カード等） 
（2）住民票の写し（世帯全員が記載された発行後 3 か月以内のもの） 
（3）預金通帳（申込み当日までの記帳を行うこと） 

①新型コロナウイルス感染症の影響で減収したことが確認できる通帳 
②税金・社会保険料・公共料金等の支払いが確認できる通帳 
※通帳で減収や税金等の支払いの確認ができない場合は、③日常的に入出金を行っている通帳

及び④給与明細等の収入が確認できる書類が必要です。 
（4）印鑑（銀行印） 
（5）その他、東京都社会福祉協議会が指定する書類 
 

■ おお申申込込みみにに当当たたっってて  
お申込みに当たって、ご世帯員の中に新型コロナウイルス感染症の罹患者、または、罹患者との濃
厚接触の可能性がある方がいらっしゃる場合は、ご来所になる前に必ず、居住地の区市町村の社会
福祉協議会にご連絡ください。 

 

■■  貸貸付付金金のの送送金金  
ご指定の金融機関口座（ご本人名義に限る）に振り込みます。 

 

■■  ごご返返済済ににつついいてて  
原則として金融機関口座引落しで毎月ご返済いただきます。引落し口座の設定ができない場合は、 
指定の払込票でゆうちょ銀行からお振込みいただきます。 
 

【返済例】20 万円借入れた場合   1 回目～23 回目 8,330 円 
                最終回（24 回目）8,410 円 

 

 

 

 

 

審査により貸付を行わないことがあります。また、虚偽の申請や不正な手段により貸付をうけた場合、貸し
付けた資金を即時に返済していただきます。 

貸貸 付付 額額    2200 万万円円以以内内（（一一括括交交付付））  

●貸付金交付   申請から交付まで 1 週間程度 

●据 置 期 間    １年以内    

●返 済 期 間    ２年以内（24 回以内） 

●連帯保証人     不要              

●利      子    無利子 
※ただし、返済期限までに返済が完了しない場合、残元金に対して年３％の延滞利子が発生します。 

  

新型コロナウイルス感染症の影響による休業等による 

福祉資金 緊急小口資金（特例貸付）のご案内 
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■ 貸貸付付対対象象  
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、収入の減少や失業等により生活に困窮し、日常生活の維
持が困難になっている世帯とします。 
他道府県社会福祉協議会で今回の特例貸付を既に受けている世帯は対象外です。 
本資金は、緊急小口資金（特例貸付）と同じ時期に貸付けることはできません（緊急小口資金を利
用したあとに、収入減が続く場合や失業等となった場合に、総合支援資金を申請することは可）。 
自立相談支援事業等による継続的な支援を受けることが要件になります。 

■ おお申申込込みみ先先  居住地の区市町村社会福祉協議会 

■ おお申申込込みみにに際際ししてて必必要要なな書書類類等等  

（1）本人確認書類（健康保険証、運転免許証、パスポート、住基カード等） 
（2）住民票の写し（世帯全員が記載された発行後 3 か月以内のもの） 
（3）預金通帳（申込み当日までの記帳を行うこと） 

①新型コロナウイルス感染症の影響で減収したことが確認できる通帳 
②税金・社会保険料・公共料金等の支払いが確認できる通帳 
※通帳で減収や税金等の支払いの確認ができない場合は、③日常的に入出金を行っている通帳

及び④給与明細等の収入が確認できる書類が必要です。 
   （4）失業・離職等の場合は、それが確認できる書類（離職票、廃業届、源泉徴収票等） 
  （5）実印と印鑑登録証明書 

（6）印鑑（銀行印） 
（7）その他、東京都社会福祉協議会が指定する書類 

■ おお申申込込みみににああたたっってて 

お申込みに当たって、ご世帯員の中に新型コロナウイルス感染症の罹患者、または、罹患者との濃
厚接触の可能性がある方がいらっしゃる場合は、ご来所になる前に必ず、居住地の区市町村の社会
福祉協議会にご連絡ください。 

■■  貸貸付付金金のの送送金金  １か月ごとの分割交付 

■■  ごご返返済済ににつついいてて  
原則として金融機関口座引落しで毎月ご返済いただきます。引落し口座の設定ができない場合は、 
指定の払込票でゆうちょ銀行からお振込みいただきます。 
 
 

  
  

  
  

  
  

 
 

◎◎貸貸付付相相談談かからら資資金金交交付付ままでで  おお問問いい合合わわせせ先先  

  居住地の区市町村社会福祉協議会 

  

  

  

◎◎資資金金交交付付後後、、ごご返返済済完完了了ままでで  おお問問いい合合わわせせ先先  

緊緊急急小小口口資資金金  東京都社会福祉協議会 電話 ０３－３２６８－７２３８ 

〒162-8953 新宿区神楽河岸１－１ 

総総合合支支援援資資金金  居住地の社会福祉協議会    

貸貸 付付 額額      二二人人以以上上世世帯帯  月月額額２２００万万円円以以内内  
単単身身世世帯帯        月月額額 1155 万万円円以以内内  

●貸付金交付     申請から交付まで、最短 20 日 

●貸 付 期 間   原則 3 カ月以内 

●据 置 期 間   １年以内    

●返 済 期 間    10 年以内（120 回以内） 

●連帯保証人    不要              

●利      子   無利子 
※ただし、返済期限までに返済が完了しない場合、残元金に対して年３％の延滞利子が発生します。 

新型コロナウイルス感染症の影響による離職等による 

総合支援資金 生活支援費（特例貸付）のご案内 

審査により貸付を行わないことがあります。また、虚偽の申請や不正な手段により貸付をうけた場合、貸し
付けた資金を即時に返済していただきます。 
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。
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「「実実質質無無利利子子化化」」にに関関すするるＱＱ＆＆ＡＡ（令和 2年 3月 17日現在）  
 

Ｑ 新型コロナウイルス感染症特別貸付は「実質的に無利子」と聞きましたが、

概要を教えてください。 

 

Ａ 新型コロナウイルス感染症特別貸付は、一定の要件に該当する場合、当初３

年間、3,000 万円を限度（国民生活事業。中小企業事業においては１億円）と

して、災害発生時の融資制度に適用される利率から 0.9％低減した利率が適用

されます。 

ご融資後は、利息も含め公庫にご返済いただきますが、後日、低減した利率

の利息部分について、お客さまへお返しする、いわゆる利子補給の制度（特別

利子補給制度）（注）が政府において設けられることになっており、利子補給を

受けることで、当初３年間は実質的に無利子でご利用いただけます。 

 

（注）新型コロナウイルス感染症特別貸付を受けている方であって、次のいずれかの要件に

該当する方が対象となります。 

 小規模事業者 中小企業者 

個人 要件なし 

売上高▲20％以上 

法人 売上高▲15％以上 

（※１）小規模事業者とは、卸・小売業、サービス業は「常時使用する従業員（＊）が５

名以下の企業」、それ以外の業種は「同 20名以下の企業」をいいます。中小企業者と

は、この他の中小企業をいいます。 

  （＊）労働基準法上における「予め解雇予告を必要とする者」 

（※２）売上高要件の比較は、新型コロナウイルス感染症特別貸付で確認する最近１ヵ月

に加え、その後の２ヵ月も含めた３ヵ月間のうちのいずれかの１ヵ月で比較します。 

 

特別利子補給制度の具体的な手続きや実施機関などについては、詳細が中小

企業庁ホームページ等で公表されるまで今しばらくお待ちください。 

 

 参考：経済産業省のパンフレット「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける

事業者の皆様へ」 
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「「実実質質無無利利子子化化」」にに関関すするるＱＱ＆＆ＡＡ（令和 2年 3月 17日現在）  
 

Ｑ 新型コロナウイルス感染症特別貸付は「実質的に無利子」と聞きましたが、

概要を教えてください。 

 

Ａ 新型コロナウイルス感染症特別貸付は、一定の要件に該当する場合、当初３

年間、3,000 万円を限度（国民生活事業。中小企業事業においては１億円）と

して、災害発生時の融資制度に適用される利率から 0.9％低減した利率が適用

されます。 

ご融資後は、利息も含め公庫にご返済いただきますが、後日、低減した利率

の利息部分について、お客さまへお返しする、いわゆる利子補給の制度（特別

利子補給制度）（注）が政府において設けられることになっており、利子補給を

受けることで、当初３年間は実質的に無利子でご利用いただけます。 

 

（注）新型コロナウイルス感染症特別貸付を受けている方であって、次のいずれかの要件に

該当する方が対象となります。 

 小規模事業者 中小企業者 

個人 要件なし 

売上高▲20％以上 

法人 売上高▲15％以上 

（※１）小規模事業者とは、卸・小売業、サービス業は「常時使用する従業員（＊）が５

名以下の企業」、それ以外の業種は「同 20名以下の企業」をいいます。中小企業者と

は、この他の中小企業をいいます。 

  （＊）労働基準法上における「予め解雇予告を必要とする者」 

（※２）売上高要件の比較は、新型コロナウイルス感染症特別貸付で確認する最近１ヵ月

に加え、その後の２ヵ月も含めた３ヵ月間のうちのいずれかの１ヵ月で比較します。 

 

特別利子補給制度の具体的な手続きや実施機関などについては、詳細が中小

企業庁ホームページ等で公表されるまで今しばらくお待ちください。 

 

 参考：経済産業省のパンフレット「新型コロナウイルス感染症で影響を受ける

事業者の皆様へ」 

大
企
業

中
堅
企
業

中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者

【対象制度】
（１）日本政策金融公庫等
・新型コロナウイルス感染症特別貸付
・新型コロナウイルス対策マル経融資
・生活衛生新型コロナウイルス感染症特別貸付
・新型コロナウイルス対策衛経 等
（２）商工組合中央金庫等
・危機対応融資
【金利引き下げ・実質無利子化の限度額】
（１）日本政策金融公庫等

中小事業 1億円、国民事業 3千万円
（２）商工中金 1億円
【借換え限度額】
（１）日本政策金融公庫等

中小事業 3億円、国民事業 6千万円、
（２）商工中金 3億円
※限度額は新規融資と公庫等の既往債務借換の合計額

本事業は令和2年度の補正予算の成立を前提としているため、
事業内容が今後変更等されることがあります。詳細な条件や申
請方法等については、決定次第速やかに、経済産業省HP等で
公表させていただきます。

令和2年度補正予算の成立が前提

【お問合せ先】
中小企業 金融・給付金相談窓口 0570ｰ783183
※平日・休日9時00分～17時00分
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日本公庫等の既往債務の借換
※日本政策金融公庫等の新型コロナウイルス感染症特別貸付や
商工組合中央金庫の危機対応融資について、各機関毎に、既存
の特別貸付や危機対応融資に係る債務を対象とした借換を可能
とし、実質無利子化の対象にします。
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新型コロナウイルス感染症対応緊急借換のご案内 
 

１ 目的 

既往の保証協会の保証付融資があり、新型コロナウイルス感染症により事業活動に影

響を受けている東京都内の中小企業者及び組合の方々が、既往保証付融資の借り換えに

より資金繰りの安定化や経営改善を図るための融資メニューです。 

 

２ 融資対象 

次の（１）から（６）を全て満たしている方 

（１）中小企業者又は組合であること。 

（２）都内に事業所（個人事業者は事業所又は住居）を有し、信用保証協会の保証対象業

種に属する事業を営んでいること。 

（３）当該事業を営むために許可、認可、登録、届出等を必要とする業種にあっては、当

該許可等を受けている（又は、受ける）こと。 

（４）事業税その他租税の未申告・滞納や、社会保険料の滞納がないこと（完納の見通し

が立つ場合などはこの限りではありません。）。 

（５）現在かつ将来にわたって、暴力団員等に該当しないこと、暴力団員等が経営を支配

していると認められる関係等を有しないこと及び暴力的な要求行為等を行わないこ

と。 

（６）次のアからエまでを全て満たしている方 

ア 新型コロナウイルス感染症により、事業活動に影響を受けていること。 

イ 「最近 3 か月間（申込月の前々月を含めること。）の売上実績」又は「今後 3

か月間（申込月の翌月を含めること。）の売上見込」が令和元年 12月以前の直近

同期と比較して、5％以上減少していること。 

ウ 保証協会の保証付融資を利用していること。 

エ 事業計画を策定し、資金繰りの安定化や経営改善に取り組むこと。 

 

３ 融資条件 

(1)資金使途 
運転資金 

※借換えの対象は既往の保証協会の保証付融資とします。 

(2)融資限度額 

2億 8,000万円（組合 4億 8,000万円） 

※既往の保証協会の保証付融資に、この融資に係る諸費用を加え

た額の範囲内とします。 

(3)融資期間 運転資金 10年以内（据置期間 2年以内を含む。） 

(4)融資利率 

 

【固定金利】 

 融資期間  3年以内 1.7％以内 
  3年超  5年以内 1.8％以内 
  5年超  7年以内 2.0％以内 
  7年超 10年以内 2.2％以内 
＜責任共有制度の対象外となる場合＞ 

 融資期間  3年以内 1.5％以内 
  3年超  5年以内 1.6％以内 
  5年超  7年以内 1.8％以内 
  7年超 10年以内 2.0％以内 

 

(5)返済方法 

分割返済（元金据置期間は運転資金 2 年以内）とします。ただ

し、融資期間が 1 年以内の場合は一括返済とすることができま

す。 
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新型コロナウイルス感染症対応緊急借換のご案内 
 

１ 目的 

既往の保証協会の保証付融資があり、新型コロナウイルス感染症により事業活動に影

響を受けている東京都内の中小企業者及び組合の方々が、既往保証付融資の借り換えに

より資金繰りの安定化や経営改善を図るための融資メニューです。 

 

２ 融資対象 

次の（１）から（６）を全て満たしている方 

（１）中小企業者又は組合であること。 

（２）都内に事業所（個人事業者は事業所又は住居）を有し、信用保証協会の保証対象業

種に属する事業を営んでいること。 

（３）当該事業を営むために許可、認可、登録、届出等を必要とする業種にあっては、当

該許可等を受けている（又は、受ける）こと。 

（４）事業税その他租税の未申告・滞納や、社会保険料の滞納がないこと（完納の見通し

が立つ場合などはこの限りではありません。）。 

（５）現在かつ将来にわたって、暴力団員等に該当しないこと、暴力団員等が経営を支配

していると認められる関係等を有しないこと及び暴力的な要求行為等を行わないこ

と。 

（６）次のアからエまでを全て満たしている方 

ア 新型コロナウイルス感染症により、事業活動に影響を受けていること。 

イ 「最近 3 か月間（申込月の前々月を含めること。）の売上実績」又は「今後 3

か月間（申込月の翌月を含めること。）の売上見込」が令和元年 12 月以前の直近

同期と比較して、5％以上減少していること。 

ウ 保証協会の保証付融資を利用していること。 

エ 事業計画を策定し、資金繰りの安定化や経営改善に取り組むこと。 

 

３ 融資条件 

(1)資金使途 
運転資金 

※借換えの対象は既往の保証協会の保証付融資とします。 

(2)融資限度額 

2億 8,000万円（組合 4億 8,000万円） 

※既往の保証協会の保証付融資に、この融資に係る諸費用を加え

た額の範囲内とします。 

(3)融資期間 運転資金 10年以内（据置期間 2年以内を含む。） 

(4)融資利率 

 

【固定金利】 

 融資期間  3年以内 1.7％以内 
  3年超  5年以内 1.8％以内 
  5年超  7年以内 2.0％以内 
  7年超 10年以内 2.2％以内 
＜責任共有制度の対象外となる場合＞ 

 融資期間  3年以内 1.5％以内 
  3年超  5年以内 1.6％以内 
  5年超  7年以内 1.8％以内 
  7年超 10年以内 2.0％以内 

 

(5)返済方法 

分割返済（元金据置期間は運転資金 2 年以内）とします。ただ

し、融資期間が 1 年以内の場合は一括返済とすることができま

す。 

(6)融資形式 証書貸付又は手形貸付 

(7)信用保証料 

 

保証協会の定めるところによります。 

東京都が信用保証料の全額を補助します。ただし、借換の対象と

なる融資の元金返済が 1 年以上継続して行われていない場合は、

東京都が信用保証料の 3分の 2を補助します。 

(8)保 証 人 原則として法人代表者を除き連帯保証人は不要とします。 

(9)物的担保 

 

この融資の保証を含めて保証合計残高が、8,000万円以下の場合は

原則として無担保とします。 

 

４ 融資の申込み 

（１）融資申込受付開始日 

令和２年３月１７日 

（２）融資申込受付機関及び取扱金融機関 

 東京都中小企業制度融資取扱指定金融機関 

（３）融資申込みに必要な書類 

ア 信用保証委託申込書(※)及び信用保証委託契約書(※)        各１部 

イ 個人情報の取扱いに関する同意書(※)                ２部 

ウ 印鑑証明書（申込人及び連帯保証人のもの）            各１部 

エ 法人の場合は商業登記簿謄本                    １部 

オ 確定申告書（決算書）の写し（原則直近２期分）           ２部 

カ 納税証明書（法人税又は事業税（個人は所得税））           １部 

キ 「新型コロナウイルス感染症対応」該当届              １部 

ク 融資対象であることが確認できる書類の写し              １部 

ケ 「新型コロナウイルス感染症借換」事業計画書             １部 

※東京信用保証協会及びあっ旋機関から申し込む場合は、融資あっ旋用を使用してくだ

さい。 

 

５ その他 

融資のご利用については、４（２）の各機関に御相談ください。 

 

 

（問い合わせ先） 

東京都産業労働局金融部金融課  ０３（５３２０）４８７７ 
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セーフティネット保証とは？
経営の安定に支障が生じている中小企業者を、一般保証（最大2.8億円）
とは別枠の保証の対象とする資金繰り支援制度。

○セーフティネット保証4号
幅広い業種で影響が生じている地域について、一般枠とは別枠（最大2.8
億円）で借入債務の100％を保証。
※売上高が前年同月比▲20％以上減少等の場合

○セーフティネット保証5号
特に重大な影響が生じている業種について、一般枠とは別枠（最大2.8億
円、４号と同枠）で借入債務の80％を保証。
※売上高が前年同月比▲5％以上減少等の場合

※ご利用手続の流れ（４号・５号）
①取引のある金融機関又は最寄りの信用保証協会にご相談ください。
②対象となる中小企業者の方は本店等(個人事業主の方は主たる事業所)
所在地の市区町村に認定申請を行い、認定申請書を取得し、保証付き
融資の申込みをしてください。※3月23日に都道府県を通じて市区町村に対し、
金融機関等による代理申請の緩和や申請書類等の負担軽減、認定事務の円滑化等
の配慮を要請しました。

※ご利用には、別途、金融機関、信用保証協会による審査があります。
※保証制度の詳細については、お近くの信用保証協会までお問合わせください。

【お問合せ先】最寄りの信用保証協会
※経済産業省ＨＰ特設ページ内の「最寄りの信用保証協会」
または右のQRコードよりご確認いただけます。

※4号の対象地域及び５号の対象業種は？
 SN４号：3月2日に全都道府県を対象に指定しました。
 SN５号：3月23日に令和2年度第1四半期分の対象業種、

587業種を公表。指定業種は経産省・中企庁HPをご確認ください。

※3月13日から、業歴3ヶ月以上1年1ヶ月未満の事業者等について認定基
準の運用を緩和（過去3ヶ月（最近1ヶ月を含む。）の平均売上高の比較等）

土日・祝日の連絡先については、3ページ「土日・祝日のご相談」を御確認ください。
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【お問合せ先】最寄りの信用保証協会
経済産業省HP特設ページ内の「最寄りの信用保証協会」
または右のQRコードよりご確認いただけます。

全国の中小企業・小規模事業者の資金繰りが逼迫していることを踏
まえ、全国・全業種※の事業者を対象に「危機関連保証」（100％
保証）として、売上高が前年同月比▲15％以上減少する中小企
業・小規模事業者に対して、更なる別枠（2.8億円）を措置。
※一部保証対象外の業種があります。詳しくは最寄りの信用保証協会にご相談ください。
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4号：100％保証（全都道府県）
5号：80％保証（指定業種）
別枠（2.8億円）は共有

危機関連保証：
100％保証（全国・全業種）

【イメージ図】

これにより、セーフティネット保証枠と併せて、最大5.6億円の信用保証別枠を確保

※保証枠とは、制度上の保証限度額のことです。

一般保証枠（2.8億円） SN保証枠（2.8億円） 危機関連保証枠（2.8億円）

土日・祝日の連絡先については、3ページ「土日・祝日のご相談」を御確認ください。

※ご利用には、別途、金融機関、信用保証協会による審査があります。
※保証制度の詳細については、お近くの信用保証協会までお問合わせください。

※ご利用手続の流れは前ページのセーフティネット保証と同様です。
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【お問合せ先】
中小企業 金融・給付金相談窓口 0570ｰ783183
※平日・休日9時00分～17時00分

感染症拡大により、特に大きな影響を受けている事業者に対して、
事業の継続を支え、再起の糧となる、事業全般に広く使える給付金
を支給します。

【給付対象者】
中堅企業、中小企業、小規模事業者、フリーランスを含む個人事
業者等、その他各種法人等で、新型コロナウイルス感染症の影響
により、売上が前年同月比で50％以上減少している者

【給付額】
前年の総売上(事業収入)

— (前年同月比▲50％月の売上×12ヶ月)
※上記の算出方法により、
法人は200万円以内、個人事業者等は100万円以内を支給。

本事業は令和2年度の補正予算の成立を前提としているため、
事業内容が今後変更等されることがあります。詳細な条件や申
請方法等については、決定次第速やかに、経済産業省HP等で
公表させていただきます。

令和2年度補正予算の成立が前提となります
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【お問合せ先】
最寄りの年金事務所
https://www.nenkin.go.jp/section/s
oudan/index.html
申請書類・手続等
https://www.nenkin.go.jp/service/kou
nen/jigyonushi/sonota/kankayuyo.html

厚生年金保険料等を一時に納付することにより、事業の継続等を困難
にするおそれがあるなどの一定の要件に該当するときは、納付すべき保険
料等の納期限から6ヶ月以内に管轄の年金事務所へ申請することにより、
換価の猶予が認められる場合があります。

１．換価の猶予

次のいずれかに該当する場合であって、厚生年金保険料等を一時的に納
付することが困難な時は、管轄の年金事務所を経由して地方(支)局長へ
申請することにより、納付の猶予が認められる場合があります。
①財産について災害を受け、または盗難にあったこと
②事業主またはその生計を一にする親族が病気にかかり、または負傷したこと
③事業を廃止し、または休止したこと
④事業について著しい損失を受けたこと

２．納付の猶予

「１．換価の猶予」または「２．納付の猶予」が認められると、
 猶予された金額を猶予期間中に各月に分割して納付することになります。
 財産の差押えや換価（売却等現金化）が猶予されます。
 猶予期間中の延滞金が一部免除されます。

猶予制度を利用するには、年金事務所へ申請書の提出が必要です。
詳しくは最寄りの年金事務所までご相談ください。

（以下URLもしくは右のQRコード）

（以下URLもしくは右のQRコード）
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1．固定資産税・都市計画税の減免
中小企業・小規模事業者の税負担を軽減するため、事業者の保有する設備
や建物等の2021年度※の固定資産税及び都市計画税を、売上の減少幅に
応じ、ゼロまたは1／2とします。
※2020年度の固定資産税及び都市計画税は、新たな特例措置（売上が前年同月比20％以上減）
に基づき、１年間、納税猶予可能です。

【お問い合わせ先】
固定資産税の特例の拡充・延長に関するお問い合わせ：
03ｰ3501ｰ1816（中小企業庁 経営支援部 技術・経営革新課）
※その他の制度の具体的な内容に関するお問い合わせ先は、詳細が確定次第アップいたします。

固定資産税等の軽減

２．固定資産税の特例（固定ゼロ）の拡充・延長
現在、中小企業・小規模事業者が新たに投資した設備については、自治体の
定める条例に沿って、投資後3年間、固定資産税が免除されますが、今般、本
特例の適用対象に、事業用家屋と構築物※を追加するとともに、2021年3月
末までとなっている適用期限を2年間延長します。※門や塀、看板（広告塔）や受変電設備など。

＜減免対象＞※いずれも市町村税
・設備等の償却資産及び事業用家屋に対する固定資産税（通常、取得額または評価額の1.4％）
・事業用家屋に対する都市計画税（通常、評価額の0.3％）

2020年2月～10月までの任意の３ヶ月間の
売上高の対前年同期比減少率 減免率

３０％以上５０％未満 ２分の１
５０％以上減少 全額

中小企業
（先端設備等導入計画の策定）

申請 認定

国
（導入促進指針の策定）

市町村
（導入促進基本計画の策定）

協議 同意

対象
地域

全国1,646自治体（うち1,642がゼロ（2月末時点））
※導入促進基本計画の同意を受けた市町村

対象
設備

機械装置・器具備品などの償却資産
※旧モデル比で生産性が年平均１％以上向上するもの

事業用家屋と構築物を対象追加
• 事業用家屋は取得価額の合計額が300万円以上の先端設
備等とともに導入されたもの

• 構築物は、旧モデル比で生産性が年平均１％以上向上する
もの
※既に「先端設備等導入計画」の申請をしている方は、計画を変更し、
事業用家屋と構築物の導入について同計画中に位置付ける必要があります。

特例
措置

固定資産税（通常、評価額の1.4％）について、
投資後３年間、ゼロ～1／2に軽減

※軽減率は各自治体が条例で定める

※いずれの措置も関係法案が国会で成立することが前提
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資本金１億円以下の中小企業は、前年度黒字で今年度赤字の
場合、前年度に納付した法人税の一部還付を受けることができます。
今般、本制度の適用対象を、資本金10億円以下の中堅企業にも
拡大します。

欠損金の繰戻し還付

30万円 （200万円）

45万円 （300万円）

法人税額
75万円

還付

前事業年度 当年度

欠損金

繰戻

200万円

①当年度 ：欠損金200万円
②前事業年度：課税所得500万円
※前事業年度に納付した法人税額500万円×15％（法人税率）＝75万円の場合

前事業年度法人税額 【75万円】
×当年度の欠損金額 【200万円】
÷前事業年度の所得金額 【500万円】 ＝30万円

前提

還付額の計算

現行 特例

中小企業者（資本金１億円以下） 資本金1億円超～10億円以下の法人に拡大

〇現行制度のイメージ

※特例の実施については、関係法案が国会で成立することが前提
（令和2年2月1日から令和4年1月31日までの間に終了する事業年度に生じた欠損金について適用）
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詳細は以下のURLまたは右のQRコードよりご確認ください。
https://www.mof.go.jp/tax_policy/brochure3.pdf
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〈受付時間〉平日9：00～12：00 / 13：00～17：00（土日・祝日・年末年始を除く）携帯電話・PHSからもご利用になれます。お近くの「下請かけこみ寺」につながります。
（公財）大阪産業局内設置 下請かけこみ寺 平日10：00～12：00 / 13：00～17：00（同上）

中小企業の取引上の悩み相談をお受けします。

7 0120-418-618
相談無料 全国48か所

秘密厳守 匿名相談可能

相談については、上記下請かけこみ寺に直接ご訪問いただくか、お電話にて受付しております。また、メールやホームページでも受付ております。

2019年 8月

下請かけこみ寺は全都道府県に設置しています。

無料相談（相談員・弁護士）

支払いは
製品が
売れたらね。

例えば…

① 支払日を過ぎても代金を払ってくれない。

② 長年取引をしていた発注元から突然
取引を停止された。

③ お客さんからキャンセルされたので、
部品が必要なくなったといって返品された。

調停による紛争解決手続（ADR）

消費税の転嫁等に係る
取引上の相談に応じています。

● 紛争当事者間の和解の調停を行います。
● 裁判と異なり非公開で行われるため、当事

者以外には秘密が守られます。
● 当事者が合意すれば、自由に調停場所、時

間等を決めることができます。

本部：（公財）全国中小企業振興機関協会 ‥‥ 03-5541-6655
（公財）北海道中小企業総合支援センター ‥‥ 011-232-2408
（公財）21あおもり産業総合支援センター‥‥ 017-775-3234
（公財）いわて産業振興センター ‥‥‥‥‥‥ 019-631-3822
（公財）みやぎ産業振興機構 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 022-225-6637
（公財）あきた企業活性化センター ‥‥‥‥‥ 018-860-5622
（公財）山形県企業振興公社 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 023-647-0662
（公財）福島県産業振興センター ‥‥‥‥‥‥ 024-525-4077
（公財）茨城県中小企業振興公社 ‥‥‥‥‥‥ 029-224-5317
（公財）栃木県産業振興センター ‥‥‥‥‥‥ 028-670-2603
（公財）群馬県産業支援機構 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 027-265-5027
（公財）埼玉県産業振興公社 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 048-647-4086
（公財）千葉県産業振興センター ‥‥‥‥‥‥ 043-299-2654
（公財）東京都中小企業振興公社 ‥‥‥‥‥‥ 03-3251-9390
（公財）神奈川産業振興センター ‥‥‥‥‥‥ 045-633-5200
（公財）にいがた産業創造機構 ‥‥‥‥‥‥‥ 025-246-0056
（公財）長野県中小企業振興センター ‥‥‥‥ 026-227-5013
（公財）やまなし産業支援機構 ‥‥‥‥‥‥‥ 055-243-8037
（公財）静岡県産業振興財団 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 054-273-4433
（公財）あいち産業振興機構 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 052-715-3069
（公財）岐阜県産業経済振興センター ‥‥‥‥ 058-277-1092
（公財）三重県産業支援センター ‥‥‥‥‥‥ 059-228-7283
（公財）富山県新世紀産業機構 ‥‥‥‥‥‥‥ 076-444-5622
（公財）石川県産業創出支援機構 ‥‥‥‥‥‥ 076-267-1219

（公財）ふくい産業支援センター ‥‥‥‥‥‥ 0776-67-7426
（公財）滋賀県産業支援プラザ ‥‥‥‥‥‥‥ 077-511-1413
（公財）京都産業 21 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 075-315-8590
（公財）奈良県地域産業振興センター ‥‥‥‥ 0742-36-8311
（公財）大阪産業局 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 06-6748-1144
（公財）ひょうご産業活性化センター ‥‥‥‥ 078-977-9109
（公財）わかやま産業振興財団 ‥‥‥‥‥‥‥ 073-432-3412
（公財）鳥取県産業振興機構 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 0857-52-3011
（公財）しまね産業振興財団 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 0852-60-5114
（公財）岡山県産業振興財団 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 086-286-9670
（公財）ひろしま産業振興機構 ‥‥‥‥‥‥‥ 082-240-7703
（公財）やまぐち産業振興財団 ‥‥‥‥‥‥‥ 083-922-9926
（公財）とくしま産業振興機構 ‥‥‥‥‥‥‥ 088-654-0101
（公財）かがわ産業支援財団 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 087-868-9904
（公財）えひめ産業振興財団 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 089-960-1102
（公財）高知県産業振興センター ‥‥‥‥‥‥ 088-845-7110
（公財）福岡県中小企業振興センター ‥‥‥‥ 092-622-6680
（公財）佐賀県地域産業支援センター ‥‥‥‥ 0952-34-4416
（公財）長崎県産業振興財団 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 095-820-8836
（公財）くまもと産業支援財団 ‥‥‥‥‥‥‥ 096-289-2437
（公財）大分県産業創造機構 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 097-534-5019
（公財）宮崎県産業振興機構 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 0985-74-3850
（公財）かごしま産業支援センター ‥‥‥‥‥ 099-219-1274
（公財）沖縄県産業振興公社 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 098-859-6237

消費税転嫁に関するご相談はこちら

0120-300-217
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新型コロナウイルス感染症に対応した
休業に関する助成金申請を検討中の企業の皆様へ

新型コロナウイルス感染症に係る従業員の休業等に関し、中小企業等における国の雇用調整助成金等の
制度利用を支援し、雇用の継続を推進するため、以下の相談・助言を行う専門家（社会保険労務士）
を無料で派遣します。
① 「雇用調整助成金」の特例措置（新型コロナウイルス感染症関係）に関する相談・助言
（申請手続き及びそれに伴う制度整備等）
② 「新型コロナウイルス感染症による小学校休業等対応助成金」に関する相談・助言
（申請手続き及びそれに伴う制度整備等）

東京都が申請手続き等に関し、無料で専門家を派遣します！

『専門家派遣事業』 企業募集

令和３年１月 日（金）まで
※上記期間中であっても、申請数が予定件数に達した際には受付を締め切らせて
いただきます。

新型コロナウイルス感染症に係る従業員の休業等に関し、中小企業等における国の雇用調整助成金等の

事 業 内 容

都内の中小企業等（裏面「申請要件」参照）対 象

経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、労働者に対して一時的に休業、教育訓練又は出
向を行い、労働者の雇用の維持を図った場合に、休業手当、賃金等の一部を助成するものです。
今回、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、特例対象を追加しています。詳しくは、以下の厚生労働省 をご
覧ください。

新型コロナウイルス感染症による小学校休業等対応助成金については以下の厚生労働省 をご覧ください。

派遣期間・回数
派遣を決定してから令和３年３月 日（水）までの期間で最大５回
※１回あたりの派遣時間は原則 時間以内

募 集 期 間

派遣の流れ

申 込

必要書類を郵送ま
たは持参でご提出く
ださい。

内容確認 派遣決定 専門家訪問 派遣の終了

東京都の職員が、
課題等についてヒア
リングを行います。
（原則電話）

専門家の派遣を決
定し、通知します。

専門家が企業に伺
い、助言を行います。
※提出・申請代行は
いたしません。

取組結果を報告し
てください。

専門家訪問

雇用調整助成金とは
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新型コロナウイルス感染症に係る直轄工事・業務の対応に関する問合せ・相談窓口一覧

＜今般の措置内容（全般）について＞

部署 電話番号

（営繕・港湾・空港以外）

大臣官房技術調査課
03-5253-8221

（営繕）

大臣官房官庁営繕部計画課
03-5253-8234

（港湾・空港関係）

大臣官房公共事業調査室
03-5253-8258

（地方公共団体の発注工事について）

土地・建設産業局建設業課入札制度企画指導室
03-5253-8278

＜受注者の皆様へ＞

発注者 部署 電話番号

北海道

開発局
事業振興部　工事管理課 011-709-2311

（営繕・港湾・空港以外）

企画部技術管理課
022-225-2171

（営繕関係）

営繕部計画課

022-225-2171

（内線5151）

（港湾・空港関係）

港湾空港部港湾空港整備・補償課
022-716-0007

（営繕・港湾・空港以外）

企画部技術管理課
048-600-1331

（営繕関係）

営繕部計画課
048-600-1348

（港湾・空港関係）

港湾空港部港湾整備・補償課
045-211-7419

（営繕・港湾・空港以外）

企画部技術管理課
025-370-6702

（営繕関係）

営繕部計画課
025-280-8705

（港湾・空港関係）

港湾空港部港湾空港整備・補償課
025-280-8763

（営繕・港湾・空港以外）

企画部技術管理課
052-953-8131

（営繕関係）

営繕部計画課
052-953-8185

（港湾・空港関係）

港湾空港部港湾空港整備・補償課
052-209-6326

国土交通本省

東北

地方整備局

関東

地方整備局

北陸

地方整備局

中部

地方整備局

42



新型コロナウイルス感染症に係る直轄工事・業務の対応に関する問合せ・相談窓口一覧

＜今般の措置内容（全般）について＞

部署 電話番号

（営繕・港湾・空港以外）

大臣官房技術調査課
03-5253-8221

（営繕）

大臣官房官庁営繕部計画課
03-5253-8234

（港湾・空港関係）

大臣官房公共事業調査室
03-5253-8258

（地方公共団体の発注工事について）

土地・建設産業局建設業課入札制度企画指導室
03-5253-8278

＜受注者の皆様へ＞

発注者 部署 電話番号

北海道

開発局
事業振興部　工事管理課 011-709-2311

（営繕・港湾・空港以外）

企画部技術管理課
022-225-2171

（営繕関係）

営繕部計画課

022-225-2171

（内線5151）

（港湾・空港関係）

港湾空港部港湾空港整備・補償課
022-716-0007

（営繕・港湾・空港以外）

企画部技術管理課
048-600-1331

（営繕関係）

営繕部計画課
048-600-1348

（港湾・空港関係）

港湾空港部港湾整備・補償課
045-211-7419

（営繕・港湾・空港以外）

企画部技術管理課
025-370-6702

（営繕関係）

営繕部計画課
025-280-8705

（港湾・空港関係）

港湾空港部港湾空港整備・補償課
025-280-8763

（営繕・港湾・空港以外）

企画部技術管理課
052-953-8131

（営繕関係）

営繕部計画課
052-953-8185

（港湾・空港関係）

港湾空港部港湾空港整備・補償課
052-209-6326

国土交通本省

東北

地方整備局

関東

地方整備局

北陸

地方整備局

中部

地方整備局

（営繕・港湾・空港以外）

企画部技術管理課
06-6942-1141

（営繕関係）

営繕部計画課
06-6942-1141

（港湾・空港関係）

港湾空港部港湾空港整備・補償課
078-391-7322

（営繕・港湾・空港以外）

企画部技術管理課
082-221-9231

（営繕関係）

営繕部計画課
082-221-9231 

（港湾・空港関係）

港湾空港部港湾空港整備・補償課
082-511-3907

（営繕・港湾・空港以外）

企画部技術管理課
087-851-8061

（営繕関係）

営繕部計画課
087-811-8335

（港湾・空港関係）

港湾空港部港湾空港整備・補償課
087-811-8332

（営繕・港湾・空港以外）

企画部技術管理課
092-476-3546

（営繕関係）

営繕部計画課
092-476-3535

（港湾・空港関係）

港湾空港部港湾整備・補償課
092-418-3372

沖縄

総合事務局
開発建設部技術管理課 098-866-1904

東京航空局 総務部契約課 03-6880-1505

大阪航空局 総務部契約課 06-6949-6206

（港湾・空港以外）

企画部施設課
029-864-2676

（港湾・空港関係）

管理調整部管理課
046ｰ844ｰ5076

国土地理院 企画部技術管理課 029-864-8281

四国

地方整備局

九州

地方整備局

国土技術政策

総合研究所

近畿

地方整備局

中国

地方整備局
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資金繰り 経済産業省　中小企業金融相談窓口
TEL：03-3501-1544  9：00～17：00（土日・祝日含む）

東京都産業労働局　金融部金融課
TEL：03-5320-4877  9：00～17：00（平日）

経営に関する相談
公益財団法人　東京都中小企業振興公社
TEL：03-3251-7881  9：00～16：30（平日）

助成金 雇用調整助成金関係
東京労働局ハローワーク助成金事務センター
TEL：03-5337-7418  9：00～17：00（平日）
ハローワーク足立
TEL：03-3870-8609

学校等休業助成金・支援金、
雇用調整助成金、個人向け緊急小口資金相談
コールセンター
TEL：0120-60-3999  9：00～21：00（土日・祝日含む）

労働関係 緊急労働相談ダイヤル
東京都ろうどう110番
TEL：0570-00-6110  9：00～20：00（平日）　9：00～17：00（土曜）

労務関係、労働条件関係等
足立総合労働相談コーナー TEL：03-6684-4573
足立労働基準監督署 TEL：03-3882-1188

行政の相談窓口一覧

東京土建一般労働組合
足立支部
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東京土建一般労働組合東京土建一般労働組合
足立支部
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